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１ 「ＥＳＤ」と「国連ＥＳＤの 10 年」              

○ 「ＥＳＤ」とは： 

「 持 続 可 能 な 開 発 の た め の 教 育 （ Education for Sustainable 

Development）」の略語で、環境、貧困、人権、平和、開発など、現代社会の

様々な課題を自らの問題として捉え、身近なところから取り組み（think 

globally, act locally）、「持続可能な社会づくりの担い手」を育成する教育のこ

と。（出典：我が国における「国連持続可能な開発のための教育の１０年」実施計画〔2011 年 6

月〕から要約） 

○ 「国連ＥＳＤの 10 年」とは： 

2002 年の「持続可能な開発に関する世界首脳会議（ヨハネスブルグ・サミ

ット）」において、ＥＳＤを世界的に進めていくために、2005 年から始まる「Ｅ

ＳＤの 10 年」の採択を国連総会に勧告するよう、日本政府（小泉純一郎首相

（当時））が提案し、各国政府や国際機関の賛同を得た。 

これを受け、同年の第 57 回国連総会に日本政府が「ＥＳＤの 10 年」を提案

し、満場一致で採択され、2005 年から始まる 10 年を「国連ＥＳＤの 10 年」

と宣言された。併せて、ユネスコが推進機関とされた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 「国連ＥＳＤの 10 年」最終年会合誘致決定までの経緯      

 

年 事  項 備 考 

２００２年 

(平成 14 年) 

・ 持続可能な開発に関する世界首脳会議（ヨハ

ネスブルグ・サミット）において、日本政府

が「ＥＳＤの 10 年」を提案 

・ 第 57 回国連総会において、「ＥＳＤの 10 年」

を決議 

 

２００５年 

（平成 17年）

・ 「国連ＥＳＤの 10 年」が始まる（2014 年ま

で） 

「愛知万博」 

開催 

２００９年 

(平成 21 年) 

・ 「国連ＥＳＤの 10 年」世界会議（中間年会

合）（ドイツ・ボン）において、日本政府が

最終年会合を日本で開催する意向を表明 

・ 第 35 回ユネスコ総会において、最終年会合

を日本で開催することを決議 

 

２０１０年 

（平成 22年）

生物多様性条約

第 10 回締約国

会議（COP10）開

催（愛知・名古

屋） 

２０１１年 

（平成 23年）

1 月

6 月

 

 

 

 

 

9 月

 

 

 

10 月

・ 愛知県が最終年会合の誘致を表明 

・ 日本政府が、全国の都道府県及び政

令指定都市に最終年会合開催意向調

査を実施（愛知・名古屋を含む 7 自

治体が開催誘致を希望） 

・ 地元誘致委員会を設立 

・ 国に開催提案書を提出 

・ 日本政府の関係省庁連絡会議におい

て最終年会合（閣僚級会合及び全体

の取りまとめ会合）の開催地を愛

知・名古屋に決定 

・ 第 36 回ユネスコ総会において、日本

政府が愛知・名古屋で開催する旨を

報告 

 

「国連持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）の 10 年」最終年会合について 

【参考】 

＜国際立ち上げ式典＞ 

2005 年 3 月 1 日に、国連本部において「国連ＥＳＤの 10 年」国際立ち

上げ式典が行われ、有馬文部科学大臣（当時）が、あらゆる関係者の「国

連ＥＳＤの 10 年」への取組を呼びかけるスピーチを行った。 

＜アジア太平洋地域における立ち上げ式典＞ 

2005 年 6 月 28 日に、名古屋大学において、アジア太平洋地域における

「国連ＥＳＤの 10 年」の立ち上げ式典が国連により行われた。 

資料３ 
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３ 会議の概要                          

 

開催時期 ２０１４年(平成２６年) 秋頃（4 日間）※１ 

会 場 名古屋国際会議場（名古屋市熱田区） 

主 催 国連教育科学文化機関（ユネスコ）、日本政府（主管：文部科学省）

参加規模 1,000 人規模（ユネスコ加盟国は 195 カ国（2012 年 2 月現在）） 

目 的 各国の 10 年間のＥＳＤに関する取組の報告や取りまとめなど 

内 容 閣僚級会合、全体会合、分科会など 

この他に、岡山市において、ＲＣＥ※２世界会議やユネスコスク

ール※３世界大会等の開催が計画されるほか、会議期間中の 1 週間

を「ESD ウィーク」として、誘致に立候補した自治体※４を中心に、

全国で盛り上げイベントが行われる予定。 

※１ 会議の日程： 
日本政府とユネスコの協議により、平成 24 年 4 月頃、決定される見込み。 

※２ ＲＣＥ：Regional Centres of Expertise on ESD 

ＥＳＤを世界各地域で推進するための地域ごとの拠点として、国連大学か

ら認定されたもの。2012 年 3 月現在、世界に 100 拠点（うち、国内には

6 拠点）。 
※３ ユネスコスクール： 

平和や国際的な連携の実践など、ユネスコの理想を実現する学校としてユ

ネスコから認定されたもの。「ＥＳＤ」の推進拠点に位置付けられている。

2012 年 2 月現在、世界に約 9,000 校（うち、国内に 369 校）。 
※４ 誘致に立候補した自治体： 

北海道・札幌市、浜松市、愛知県・名古屋市、神戸市、岡山市、北九州市、

大分県 
 

 

４ 開催地元「愛知」の取組と目指すもの               
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境首都愛知へ 国際化に対応した愛知へ 

会議支援 

 会場確保、警備、救急・医

療、宿泊、輸送などについて

万全の態勢を整え、安心・安

全で円滑な会議運営を支援

する。 

愛知・名古屋のＰＲ 

 ボランティアの活用によ

るおもてなしや、歴史、文化、

自然、産業など愛知・名古屋

の魅力を世界に向けて発信

する。 

「ＥＳＤ」の取組促進 

ユネスコスクール加盟校の

増加などにより、「ＥＳＤ」の

取組を促進し、開催地にふさ

わしい地域づくりを進める。

「ＥＳＤ」の普及啓発 

 開催機運を盛り上げるた

め、啓発イベントや啓発資材

による「ＥＳＤ」や最終年会

合の周知を図る。 

環境の実践活動の担い手づくり国際的な知名度・評価の向上 

（2014 年までに県内で 50 校以上） 
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５ 最終年会合に向けた地元体制                   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜各主体に期待される役割等＞ 

① 県 

庁内全部局等からなる支援本部のもと、各部局等が支援実行委員会による会議支援を下

支えするとともに、「ＥＳＤ」の普及啓発と取組を進める。 

② 市町村 

市町村連絡会議を通じて県と連携しながら、全市町村が、住民に対する「ＥＳＤ」の普

及啓発を図るとともに、地元における「ＥＳＤ」の取組を進める。 

③ 学校・教育機関 

ユネスコスクールの活用等により、学校教育において「ＥＳＤ」の取組を進める。 

④ ＮＰＯ 

「ＥＳＤ」の取組を一層進める。 

⑤ 企業 

ＣＳＲ活動において「ＥＳＤ」に取り組む。従業員に対する「ＥＳＤ」研修を実施する。

事業活動に「ＳＤ（持続可能な開発）」を取り入れる。 

⑥ 県民 

持続可能でないライフスタイルを見直し、環境への配慮など、それぞれができることか

ら始める。 

６ 最終年会合に向けた庁内体制                    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 県・支援実行委員会（仮）等による今後の事業計画        

 

2012 年度（H24） 2013 年度（H25） 2014 年度（H26） 

   

「国連ＥＳＤの 10 年」最終年会合 
主催：ユネスコ、日本政府 

会議支援 

学校・
教 育
機 関 

企 業 一 般 県 民 

・開催機運の醸成 

・「ＥＳＤ」取組促進 

「国連ＥＳＤの 10 年」最終年会合支援実行委員会（仮称）
構  成  団  体（想定） 

＜地 元 体 制＞ 

愛知県 

関係する各主体 

ユネスコ 

日本政府 

会合参加者 

愛知・名古
屋 の P R

ＮＰＯ 

等 

等 

名古屋市を
始めとした
市 町 村 

経済界 教育関係団体 関係省庁 

連携による 
「ＥＳＤ」 
取組促進 

「ESD」の普及啓発・開催機運の醸成 

支
援
実
行
委
員
会
（
仮
）
設
立 

秋
頃 

最
終
年
会
合
開
催 

会議支援内容の調整（ユネスコ、日本政府、地元関係機関等） 

啓
発
資
材
の
作
成
・
配
布 

啓
発
イ
ベ
ン
ト
の
開
催 

開
催
支
援
計
画
の
策
定 

一
年
前
イ
ベ
ン
ト
の
開
催 

半
年
前
イ
ベ
ン
ト
の
開
催 ESD イヤー 

ESD ウィーク

全国での盛り上げ 

県内での盛り上げ 

「国連ＥＳＤの 10 年」最終年会合支援実行委員会（仮称）

連絡 
調整 

愛知県 庁内支援本部 
構   成：知事（本部長）、4副知事、18 部局長等（教育長及び警察本部長含む） 

事 務 局：環境部 

活動内容：・会議支援に取り組む。 

     ・県民に対する ESD の普及啓発に協力する。 

     ・ESD の取組をオール県庁で推進する。 

学校に関することは教育委員会が、学校以外に関することは各部局がそれぞれ連

携して実施する。 

支援市町村連絡会議 

事務局：県環境部 

県内全市町村 
各市町村においてそれぞれが庁内支援組織を設置 

連携 
協力 

ユ
ネ
ス
コ
総
会
で
の
Ｐ
Ｒ 
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